参考様式例
介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント
利用契約書

介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント契約書

　　　　　　　　　　　　様（以下「利用者」という）、居宅介護支援事業所〇〇（以下「事業者」という。）及び桜井市地域包括支援センター〇〇（以下「地域包括支援センター」という。）は、事業者又は地域包括支援センターが利用者に対して行う介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント（以下「ケアマネジメント」）について、次のとおり契約し、信義に従い、誠実にこれを履行するものとする。

（ケアマネジメントの目的及び内容）

第１条　事業者又は地域包括支援センターは、利用者に対し介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）の趣旨に基づき、利用者が可能な限り居宅においてその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、適切な介護予防サービス計画又は介護予防ケアプラン（以下「計画」という。）の作成を支援し、サービス提供が確保されるようサービス事業者との連絡調整、その他の便宜を図ることを目的とする。

　（契約の有効期間）

第２条　この契約の有効期間は次の各号に該当する期間とする。
　（１）利用者が要支援認定を受けている場合は、契約締結日から要支援認定有効期間の満了日までの期間。
　（２）利用者が法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）を利用できる事業対象者（以下「事業対象者」という。）の場合は、契約締結日から事業対象者有効期間。
なお、当該事業対象者が本契約で利用できるサービスは、総合事業のみとする。

２　前項の契約の有効期間満了日までに契約終了の申し出がない場合、本契約は自動的に更新されたものとみなし、以後も同様とする。
３　事業対象者となりサービスを受けていたものが、要介護認定等の申請を行い、要支援認定を受けた場合は、第２条第１項第１号の契約期間とする。
４　契約期間中に介護予防支援の計画が変更され、介護予防ケアマネジメントとなった場合は、介護予防支援の対象外となるため、利用者が介護予防ケアマネジメントの対象となっている期間は契約を一時中止し、利用者の住所地管轄の地域包括支援センターとの契約に移行となり、再び介護予防支援に変更された際は契約を再開するものとする。
（担当者）

第３条　事業者又は地域包括支援センターは、その職員の中から事業者の介護支援専門員、又は地域包括支援センターに属する保健師等その他計画作成に必要な資格を有する職員をケアマネジメントの担当者に選任し、利用者に書面で通知するものとする。
２　事業者側の事情により担当者を変更する場合には、利用者の状況とその意向に配慮し、あらかじめ利用者と協議を行ったうえ、変更決定するものとする。
　（計画の作成）
第４条　事業者又は地域包括支援センターは、次に掲げる各号の規定により計画の作成を行う。
（１）　利用者の居宅等を訪問し、利用者及びその家族と面接をして情報を収集し、解決すべき課題の把握。

（２）　総合事業及び介護予防サービスに関するサービスの内容及び利用料等の情報を適正に利用者及びその家族に提供し、利用者にサービスの選択を求める。

（３）　個別予防プランの実施状況の把握を適切に行い、一定期間ごとに、目標達成の状況等を記載した記録を作成する。

（４）　その他、計画作成に関する必要な支援。
（計画作成の支援）
第５条　事業者又は地域包括支援センターは、利用者の意向や心身の状況及び家族の意向等を踏まえ、計画を作成する。

２　利用者が介護予防支援を利用する場合であって、かつ、事業者が指定介護予防支援事業所として指定を受けている場合は、事業者が介護予防サービス計画を作成する。

３　利用者が、介護予防ケアマネジメントを利用する場合は、地域包括支援センターが介護予防ケアプランを作成する。この場合において、地域包括支援センターは利用者の同意を得た上で、介護保険法の規定により事業者に介護予防ケアプランの作成を委託することができる。

４　利用者が介護予防支援から介護予防ケアマネジメントに移行する場合、または、介護予防ケアマネジメントから介護予防支援に移行する場合においては、事業者と地域包括支援センターは密に連絡を取り合い、利用者が遺漏なく円滑にサービスを利用できるよう努める。
（経過観察及び評価）

第６条　事業者又は地域包括支援センターは、利用者及びその家族と継続的に連絡を取り、経過の把握に努めなければならない。

２　事業者又は地域包括支援センターは、計画の目標に沿ったサービスが提供されるよう、サービス事業者との連絡調整を行うものとする。

３　事業者又は地域包括支援センターは、利用者の状態について定期的に評価を行い、状態の変化等に応じて計画変更の支援及び認定申請に必要な対応を行う。

（介護予防サービス・支援計画書の変更）

第７条　利用者が計画の変更を希望した場合、もしくは事業者又は地域包括支援センターが必要と認める場合は、事業者と利用者双方の合意により計画を変更することができる。

（給付管理）

第８条　事業者又は地域包括支援センターは、計画作成後、その内容に基づき、必要に応じて給付管理票を作成し、桜井市もしくは、奈良県国民健康保険団体連合会に提出するものとする。

（介護予防ケアマネジメント及び介護予防支援の記録等）

第９条　事業者又は地域包括支援センターは、サービス利用に関する記録を作成することとし、この契約終了後５年間保管しなければならない。

２　利用者は、必要があるときは、前項に規定するサービス実施記録の閲覧及び写しの交付を受けることができる。

（料金）

第１０条　事業者又は地域包括支援センターが提供した計画作成に係る費用は、別添の重要事項説明書のとおりとする。
（契約の終了）

第１１条　次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約は終了する。
（１）　利用者が要支援認定又は介護予防・生活支援サービス事業対象者特定を取り消されたとき又は要介護認定を受けたとき
（２）　利用者が桜井市外に転出し、桜井市の被保険者でなくなったとき、及び利用者がサービス提供地域外となったとき
（３）　利用者が死亡したとき
（利用者の契約解除）

第１２条　利用者は、事業者又は地域包括支援センターに対し契約期間中にこの契約の解除を申し入れる場合は、7日前までにその旨を申し出なければならない。

２　利用者は、事業者又は地域包括支援センターが次の各号のいずれかに該当する場合には、直ちにこの契約を解除することができる。

（１）　事業者又は地域包括支援センターが正当な理由なく介護保険関係法令等又はこの契約書に定めた事項を遵守せずにサービスの提供を怠った場合

（２）　事業者又は地域包括支援センターが守秘義務に違反した場合

（事業者又は地域包括支援センターの契約解除）
第１３条　事業者又は地域包括支援センターは、休廃止等によりこの契約の目的を遂行することが不可能となったときは、利用者に対し１ヶ月の予告期間をおいて書面により通知しなければならない。

２　利用者及びその家族の契約違反その他不正行為により事業者がこの契約を履行することが出来ないと認めた場合は、その旨を書面にて交付し、直ちにこの契約を解除することができる。

（秘密保持）

第１４条　事業者又は地域包括支援センターは、業務上知り得た利用者及びその家族に関する個人情報については、利用者又は第三者の生命、身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除き、第三者に漏らしてはならない。この秘密の保持は契約が終了し、又は解除された後においても継続する。
２　事業者又は地域包括支援センターは、その使用する者に対し、在職中及び退職後においてもこの契約により業務上知り得た個人情報を第三者に漏らすことのないよう必要な措置を講じなければならない。

３　事業者又は地域包括支援センターは、サービス担当者会議等において利用者及びその家族の個人情報を用いる場合は、予め書面にて利用者及びその家族の同意を得なければならない。

（身分証携帯義務）

第１５条　計画作成担当者は、常に身分証を携帯し、利用者及びその家族から提示を求められた時は、いつでも身分証を提示しなければならない。

　（賠償責任）

第１６条　事業者又は地域包括支援センターは、サービスの提供をするときに、故意又は過失により利用者の生命、身体及び財産に損害を及ぼしたときは、その責任の範囲において生じた損害を賠償しなければならない。

　（相談及び苦情対応）

第１7条　事業者又は地域包括支援センターは、別添の重要事項説明書のとおり、利用者からの相談及び苦情等に対応する窓口を設置し、自ら提供した計画に位置づけたサービス等に関する利用者からの相談及び苦情等に対し、迅速かつ適切に対応しなければならない。

　（契約外の事項）
第１８条　この契約に定めのない事項及びこの契約に疑義が生じたときは、事業者・地域包括支援センター・利用者の協議の上定めるものとする。

　上記の契約を証するため、本書３通を作成し、事業者・地域包括支援センター・利用者記名押印の上、各自１通を保有する。

契約締結日　　　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日
利用者

住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代理人
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　印（続柄）　　
· 居宅介護支援事業所

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業所番号　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
· 地域包括支援センター

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業所番号　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
※□：説明者に✓を記載
• この契約書様式は、あくまでも参考様式例ですので、文面内容は法人等の判断により適宜修正してくださいますようお願いいたします。


• この契約様式は、居宅介護支援事業所が介護予防支援の指定を受け、利用者との直接契約により介護予防支援に関する業務を行うことを想定して作成しています。


• 現在御使用の契約書の文面との整合が必要ですので、この新しい契約書様式例をそのまま用いることができない場合があります。


• 利用者との契約の締結は指定介護予防支援事業者として指定を受けた日以降となります。


• この契約書様式は、文面案の例示ですので、契約書様式文面案に沿って改定等を行った結果で損害等が生じた場合でも、桜井市は当損害等に対する補償や賠償等を致しかねます。
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